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１．事業概要

（１）事　業　形　態　等
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天塩町介護保険特別会計（サービス事業勘定）経営戦略（介護施設）

団 体 名

事 業 名

天塩町

天塩町介護サービス事業

事務職員

その他職員

理学療法士等

指定介護老人福祉施設
老人短期入所施設

策 定 日

計 画 期 間 3 年度 7

年 延 利 用 者 数 1,573

老人デイサービスセンター

常勤医師数

看護職員数

介護職員数

介護支援専門員数

3

26

1

サ ー ビ ス 日 数 365

法適/非適の区分 非適 事業開始年月日 平成４年　デイサービス

事 業 の 内 容 老人デイサービスセンター
指定管理者制度
導 入 状 況

非適法適/非適の区分

事 業 の 内 容

事業開始年月日

指定管理者制度
導 入 状 況

昭和５２年　恵愛荘

利用料金制

46職員数

利用料金制

介護職員数 その他職員

介護支援専門員数

指定介護老人福祉施設

施 設 数

職員数 13

常勤医師数 理学療法士等

看護職員数 事務職員

501 定 員

737

17,463

老人短期入所施設

施 設 数 1 定 員 10

延 床 面 積 241 居 室 床 面 積 144

延 床 面 積

サ ー ビ ス 日 数

2,471

365

居 室 床 面 積

年 延 利 用 者 数

施 設 数 1 定 員 30

延 床 面 積 406 居 室 床 面 積

サ ー ビ ス 日 数 255 年 延 利 用 者 数 4,725



（２）現在の経営状況

（３）これまでの主な経営健全化の取組

　介護サービス事業会計における歳入は、居宅介護支援事業所のサービス計画費収入のほか、一般会
計繰入金、前年度繰越金となります。
　歳出は、施設の指定管理料が大半を占めるほか、施設の維持補修費や居宅介護支援事業所職員の人
件費が主な支出となります。
　令和２年度当初予算では、施設にかかる歳出が４２，１７７千円で、すべて一般会計繰入金が財源
となります。
　居宅介護支援事業所にかかる歳出では、職員にかかる人件費が１２，６５５千円、その他の経費が
１，５９２千円、計１４，２４７千円で、このうち１０，５２４千円を一般会計繰入金による財源か
ら構成されています。

　平成２１年度から指定管理制度を導入し、施設運営を行っています。介護現場は人手不足といわれ
町直営で運営していたころは、２１人の介護職員のうち１５人が臨時職員という状況で、さらには有
資格者を確保することも困難な状況もありました。
　指定管理後は計画的に職員の雇用を行い、令和元年度では　職員１０名／契約職員１０名／パート
６名　の２６名の介護職員を雇用し、職員の処遇改善にも取組み安定した施設運営を行えている状況
にあります。
　また、課題である施設、設備の老朽化については中長期的な改修が必要であり、令和元年度に策定
した個別施設計画を基に、平準化した施設改修を実施する必要があります。



２．将来の事業環境等

（１）高齢者人口等の予測

（２）高齢者の世帯構成

　天塩町の人口は令和２年１０月１日現在で２，９７７人、うち高齢者（６５歳以上）人口は１，１
０５人で高齢化率は３７．１％となっています。当町の人口等の予測は、令和２年時点で高齢者人口
のピークを迎える予想となりますが、総人口は減少しつつも高齢者人口は横ばいで推移し、高齢化率
は年々上昇傾向となります。
　全国的には、いわゆる団塊の世代が後期高齢者となる令和７（２０２５）年、さらに団塊ジュニア
世代が６５歳以上となる令和２２（２０４０）年に向けて高齢者人口はピークを迎え、医療や介護の
需要が高まるとして問題となっております。

（資料）実績：住民基本台帳人口（各年10月１日）
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　一般世帯数は減少傾向にありますが、高齢者を含む世帯については増加傾向にあります。高齢者を
含む世帯の割合は平成２７年度時点で４４．２％に達しおり、高齢夫婦世帯 、高齢独居世帯につい
ても増加しています。核家族化の進行や若い世代の都市部への流出が主な要因と考えられ、今後さら
に進行することが予想されます。
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　　　　推計：平成29年～令和元年住民基本台帳人口に基づく、コーホート変化率法による推計値
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（３）介護需要の予測
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（４）施設の見通し

３．経営の基本方針

　天塩町の要支援・要介護認定者数は、徐々に増加しており、要支援・要介護認定率は、令和２年時
点で１８．６％となっています。介護保険事業計画では、高齢者人口の減少に伴い、認定者数・認定
率ともに減少傾向となることが見込まれますが、より介護が必要な後期高齢者人口の比重が高まり続
けることから、令和２２年の認定率は２０％を超えると推計されています。
　また介護度については、施設入所が可能な要介護３以上の方については、人数的にも横ばいの推移
が予想されています。

　恵愛荘本館は、２０３６年に耐用年数６０年を迎えることになり、その他の施設についても老朽化
が進んでいます。令和元年度に個別施設計画を策定し、計画的な改修により経費の平準化を目指して
いますが、計画どおりの改修は難しい状況であります。しかしながら、本施設は今後とも町民サービ
スの拠点となる施設であることから、個別施設計画を基に段階的な施設整備を行っていきます。

　地域で暮らす高齢者の方が安心した生活が送れるよう、確実かつ安定的・継続的なサービス提供が
求められることから、民間のノウハウを活用する中でも、公共性や公益性をしっかりと理解する団体
への指定管理により事業を運営します。
　歳出については、毎年人件費の増加が見込まれますが、人員配置や運営方法を指定管理者と十分協
議し、コスト意識に強い運営体制に努めます。
　また、高まる住民ニーズにも応え利用者に寄り添ったサービスの提供を行うようサービスの質の向
上を図ります。

（資料）地域包括ケア「見える化」システムに基づく

平成

30年

19

25

30

33

31

27

15

180

令和

元年

22

24

39

30

29

21

18

183

令和

2年

19

22

48

39

28

31

16

203 207

令和

4年

18

22

44

37

29

32

16

198

令和

3年

19

22

49

40

29

32

16

44

34

27

31

14

188

令和

5年

18

21

45

36

28

31

16

183

実績値 推計値

要支援

要介護

計

令和

22年

17

18

46

33

26

29

14

195

令和

7年

19

19



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち投資以外についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　歳出では、令和３年度特養施設修繕料として２，０００千円、デイサービスセンター修繕料として
２，３００千円、手数料と保険料として５９１千円、特養施設指定管理料で２０，８２９千円、デイ
サービスセンター指定管理料として１０，７５９千円、その他委託料で３８９千円、重量税印紙代９
７千円、備品購入費１，０００千円、合計３７，９６５千円

令和４年度では、修繕料で３，８５０千円、手数料と保険料として４８２千円、特養施設指定管理料
で２４，３２７千円、デイサービスセンター指定管理料として１１，２４８千円、その他委託料で５
３３千円、重量税印紙代３５千円、備品購入費１，５００千円、合計４１，９７５千円

令和５年度では、修繕料で４，１５０千円、手数料と保険料として５４８千円、特養施設指定管理料
で２８，１２０千円、デイサービスセンター指定管理料として１１，８９６千円、その他委託料で３
８９千円、重量税印紙代９３千円、備品購入費１，５００千円、合計４６，６９６千円

令和６年度では、修繕料で３，８５０千円、手数料と保険料として４８２千円、特養施設指定管理料
で２８，５００千円、デイサービスセンター指定管理料として１２，０００千円、その他委託料で３
８９千円、重量税印紙代３５千円、備品購入費１，５００千円、合計４６，７５６千円

令和７年度では、修繕料で４，１５０千円、手数料と保険料として５４８千円、特養施設指定管理料
で２８，５００千円、デイサービスセンター指定管理料として１２，０００千円、その他委託料で５
３２千円、重量税印紙代９３千円、備品購入費１，５００千円、合計４７，３２４千円

を見込み計上しています。

建設改良費については、個別施設計画を基にした工事経費を計上しています。

令和４年度では、特養施設の外壁、屋上防水、（本館）分電盤交換、（本館）動力盤交換、温水放熱
機器類更新、温水配管更新、油配管更新にかかる工事費として９４，６１９千円
デイサービスセンターの照明器具更新として２，９１８千円、合計９７，５３７千円

令和５年度では、特養施設の照明器具更新、配線器具更新として２１，３９２千円
デイサービスセンターの外壁、屋上防水、分電盤更新、動力盤更新として２４，８０１千円、合計４
６，１９３千円

令和６年度では、特養施設のＴＶ共同受信設備の更新として２，７０６千円
デイサービスセンターの屋内キュービクル更新、温水パネルヒーター更新、温水配管更新として４
２，８６０千円、合計４５，５６６千円

令和７年度では、特養施設のインターホン・ドアホンの更新、特養施設（新館）分電盤更新、動力盤
更新、貯湯槽の更新として、１６，７８４千円
デイサービスセンターの自家用発電設備更新で１０，３２７千円、合計２７，１１１千円

個別施設計画では大規模な施設改修が複数年にわたり必要であり、計画どおりの施行は財政等、非常
に厳しい状況にあるといわざる得ない状況であります。



③　収支計画のうち財源についての説明

①　検討状況等

②　公営企業として実施する必要性など

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

毎年の指定管理運営状況等、適切に把握し、指定管理者と協力し適正な運営
を図ります。

資金管理・調達・繰入金に
関する事項

　経費不足分は一般会計繰入金に頼ざるを得ない状況で、最大限の経費
節減に取り組み、一般会計繰入金の縮小に努めなければなりません。

組織体制の効率化に関する
事項

　人員配置数は現段階で十分な配置と考えています。今後、職員配置を
工夫した人件費の見直しや人材を最大限活かしたサービスの向上に取り
組む必要があります。

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　特別養護老人ホーム恵愛荘・天塩町在宅老人デイサービスセンター事業・
天塩町在宅老人短期入所生活介護事業については、町の福祉施策の拠点とし
て事業展開がされており、今後とも住民サービスの提供が求められていま
す。

公営企業として実施す
る必要性

　施設サービス及びデイサービスを提供する町内唯一の施設であり、今後と
も確実かつ安定的・継続的なサービス提供が求められ、景気や情勢に左右さ
れない事業実施が求められるとともに、地域柄、民間事業者参入が難しい状
況にあるため、引き続き公営企業として実施する必要があります。

（３）投資・財政計画（収支計画）における今後の取組について

　建設改良費については、補助事業など有効な財源を確保し実施する必要があり、現段階での補助金
やその他財源について確定していませんが、
令和４年度、老人福祉施設等整備事業費補助金で、１０，０００千円の補助金を見込み計上し、それ
以外、各年度の財源については、２年据え置きで８年間償還による地方債による計上としています。
３年後の償還金については、一般会計繰入金を見込む形となります。
また、収益的収支における財源不足分についても、これまで同様、一般会計繰入金を見込み計上して
います。

施設等の縮小・廃止に関す
る事項

　地域の福祉施策の拠点である本施設は、安心して利用できる運営体制
が必要で、今後高齢人口も増加傾向となることから現状規模の維持が必
要です。

民間の活力の活用に関する
事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

　施設運営にあっては安定した職員の雇用（地元雇用）を行っており、
全国的にも介護現場は人手不足といわれるが、職員の処遇改善に取組
み、最大限の人員確保に努められています。
　また、入所者や利用者に丁寧で安心・安全なサービス提供をするた
め、職員は計画的な各種研修会へ参加しており、さらに職場内研修も実
施しながらスキルアップに努めています。
　平成21年の指定管理導入以降、地域福祉の向上と利用者や家族に寄り
添った視点でサービス提供を実施しており、コスト意識を強くもった運
営体制が期待でき、今後は、更に高まる住民ニーズにも応え、サービス
の向上を図る必要があります

利用状況に関する事項 　デイサービスの利用者数は定員を下回る状況にあるため、さらに利用
しやすい施設運営により利用者増につなげる必要があります。特養施設
の利用率は、上限に近い状況で運営しているため、引き続き、施設に空
きがでない運営が必要になります。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

施設にかかる経費 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

決 算
見 込

1 (A) 30,603 40,820 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

（１） (B)

ア

イ (C)

ウ

（２） 30,603 40,820 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

ア 29,938 40,357 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

イ 665 463

２ (D) 30,603 40,820 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

（１）

ア

イ

（２） 30,603 40,820 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

ア

イ 30,603 40,820 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

３ (E)

1 (F) 8,078 8,057 97,537 46,193 45,566 38,049

（１） 87,500 46,100 45,500 27,100

（２） 8,078 8,057 37 93 66 10,949

（３）

（４）

（５） 10,000

（６）

（７）

２ (G) 8,078 8,057 97,537 46,193 45,566 38,049

（１） 8,078 8,057 97,537 46,193 45,566 27,111

（２） (H) 10,938

（３）

（４）

（５）

３ (I)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

R3 R4 R5 R6 R7

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R8 R9 R10

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

施設にかかる経費 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

決 算
見 込

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S)

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決算 ）
決 算
見 込

29,938 40,357 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

29,938 40,357 44,147 37,965 41,975 46,696 46,756 47,324

8,078 8,057 37 93 66 10,949

8,078 8,057 37 93 66 10,949
38,016 48,414 44,147 37,965 42,012 46,789 46,822 58,273

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収益的収支比率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 R3 R4 R5 R6

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

R7


